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1 ．問題
海外に出かけることが当たり前となった今日では，
さまざまな形態で出かける日本人がいる．旅行目的で
出かける者もいれば，学修を目的とした留学生，仕事
を目的とした海外勤務者，その海外勤務者に同伴する
家族（帰国子女）などである．旅行者以外にとって，
滞在先に適応できるか否かは重要な課題であるが，そ
の困難さは明らかである．
小島・深田（2009, 2011）は，日本人短期留学生と
帰国子女の，「出国前の母国適応－海外滞在中のホス
ト国適応－帰国後の母国再適応」という適応プロセス
について検討しており，各時点での適応および適応に
影響する要因について検討している．日本人短期留学
生の場合，留学前から留学後にかけて短期留学生の適
応は向上し，留学中のホスト国適応には，留学前の母
国適応，留学初期のホスト国適応，ホスト国への感情
的評価，ホスト国民との接触，母国民および母国文化
との接触が影響することを示し，母国適応および母国
再適応には母国民との接触が重要であることを示した
（小島・深田 2009）．また，帰国子女の場合，海外滞
在中のホスト国適応に比べ，帰国後の母国再適応が高
かったが，適応得点は全般的に低かった．各時期の適
応に影響する要因については，前時期の適応が影響し
ており，帰国後の再適応には，母国に対する肯定的な
感情的評価が正に，外国文化との接触の多さが負に影
響していた（小島・深田 2011）．
本研究では，小島・深田（2009, 2011）を参考に，
諸外国で勤務した日本人海外勤務者を対象に，出国前
の母国，海外滞在中のホスト国，帰国後の母国での適
応の変化と，各時期での適応に及ぼす影響要因につい
て検討する．
1．1　海外勤務者の適応研究の重要性
1960年代，成長する日本の海外輸出経済を支えるた
め，多くの日本人が海外に働きに出始め，1968年に5
万3000人いた海外在留日本人は，1976年には15万人，
1999年には50万人になった（グッドマン 2003）．近年
も海外在留邦人は増加傾向にあり，海外滞在期間が 3
カ月以上の長期滞在者は1994年から増加し続けている
（外務省領事局政策課 2017）．2016年10月の時点で，
870,049名いる長期滞在者の内，271,530名が民間企業
関係者本人，194,573名がその家族であり，長期滞在
者の53.6％を民間企業関係者が占める（外務省領事局
政策課 2017）．報道関係者本人（1,832名），自由業関
係者本人（29,207名），政府関係職員本人（13,490名）
など（外務省領事局政策課 2017）を合わせると，長
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海外での長期滞在邦人は増加傾向にあり，長期滞在邦人数の半数以上が民間企業関係者である．企業からの業務
命令により海外移住する海外勤務者にとって，職場での適応だけでなく，生活での適応も重要となる．本研究では，
諸外国での 2 年以上の勤務経験をもつ日本人海外勤務者85名を対象に，出国前，海外滞在中，帰国後の 3 時期につ
いて，適応の程度および対人関係要因を中心とする適応への影響要因についてWeb調査を実施した．海外勤務者の
適応は，滞在中のホスト国適応に比べ，出国前の母国適応と帰国後の母国再適応の方が高く，出国前の母国適応に
は母国民との接触が，海外滞在中のホスト国適応には前時期の母国適応，ホスト国と母国に対する感情的評価が，
帰国後の母国再適応には前時期のホスト国適応，母国民との接触が大きく影響していた．最後に，日本人短期留学
生や帰国子女の適応プロセスとの比較検討も行った．
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期滞在者に占める海外勤務者の割合の大きさが分かる．
企業からの業務命令に従って海外移住する海外勤務
者には，達成すべき企業から与えられた職務がある．
その職務を成功させることができるか否かは海外勤務
者 に と っ て 最 も 重 要 な こ と で あ る．Hemmasi, 
Downes, & Varner（2010）は，海外勤務者の“成功”
を多面的に測定する尺度を作成し，①異文化適応（生
活に関連した適応），②業務に関連した適応，③キャ
リア発達，④親会社と子会社との調整，⑤任務達成，
⑥専門性／技術の発達，⑦子会社の形成と統制，⑧満
足感，⑨全般的な任務達成／効果の 9 因子から“成功”
が構成されることを明らかにした．海外勤務者の“成
功”に 2 タイプの適応（生活に関連した適応と業務に
関連した適応）が含まれていることから，適応の重要
性が窺われる．
中国在住の諸外国（主にアメリカ・カナダ）からの
海外勤務者を対象に，Takeuchi, Wang, & Marinova
（2005）は，海外勤務者の職場適応が，その後の職務
遂行能力（上司評価）に影響することを明らかにした．
また，Lee & Sukoco（2010）は，文化的知力（cultural 
intelligence：異文化性に対応する能力）が，文化適
応と文化有効性（cultural effectiveness：ホスト国民
とのコミュニケーション能力）を媒介して，職務遂行
能力に影響することを明らかにした．さらに，適応と
離職の関係を否定する研究もあるが（Schaffer & 
Harrison 1998），他方ではその関係を積極的に指摘し
ている研究もある（Siers 2007）．職務遂行能力と適応
の関係性が指摘されていることからも，海外勤務者に
とって，職務遂行能力を維持する上で，異文化適応の
果たす役割の重要性が窺われる．
さらに，Grant-Vallone & Ensher（2001）は，職務
に起因する生活上の葛藤が勤務者の鬱状態と不安と健
康に対する懸念に正に影響していることから，生活が
職務を妨げることだけではなく，職務が生活を妨げる
ことについても考慮すべきであると述べている．
以上のように，達成すべき職務を与えられて海外移
住する海外勤務者にとって職場での適応と同時に，生
活での適応も重要であること，および，海外勤務者で
は職務遂行能力や離職が生活や業務での適応と関連す
ることが先行研究によって指摘されていることから
も，海外勤務者の適応研究の重要性が裏付けられる．
1．2　海外勤務者のホスト国適応
海外勤務者の適応に関する研究では，海外滞在中の
ホスト国適応に言及しているものが多く，帰国後の母
国再適応に言及しているものはほとんどない．ホスト
国適応の中でも，職場適応に着目している研究が多く，
Church（1982）が指摘する異文化適応に影響する背
景要因（国籍，地位，言語など）や環境要因（社会的
相互作用など）などが検討されている．
中国在住の西洋人を対象にしたJ. Selmerは，一連
の研究によって，社会文化的適応（一般適応，交流適
応，職場適応）と心理的適応に影響する要因（主に人
口統計学的要因）について検討している．Selmer（2001）
は，4種の適応全てに対して，年齢の高さが正に影響
するが，性別が無関連であり，既婚であることが職場
適応に正に影響することを明らかにした．また，
Selmer & Leung（2003）は，交流適応と職場適応で
は男性より女性のほうが優れており，心理的適応では
女性より男性のほうが優れていることを明らかにし
た．滞在期間1.65年の短期滞在者（新参者）と滞在期
間6.25年の長期滞在者を比較したSelmer（2004）は，
適応の悪さに関する認知が短期滞在者の一般適応と交
流適応に負に，適応することに対する不本意性が短期
滞在者の一般適応に負に影響するのに対し，適応の悪
さに関する認知も，適応への不本意性も，長期滞在者
の適応には影響しないことを明らかにした．また，滞
在都市の規模の大きさは，一般適応と職場適応に正に
影響していたが，交流適応には影響しておらず，言語
的な問題の影響が示唆された（Selmer 2005）．さらに，
Selmer（2006）は，文化の新奇さと適応は無関連で
あることを示した．
また，鈴木・北池・宮崎・野尻（2003）は，①社会
文化要因である風俗習慣の違いによる不自由さ，②医
療衛生要因である医師の指示理解能力のなさ，③業務
要因である現地人上司との関係の悪さ，④年休消化日
数，⑤日常生活要因の週1回未満の運動習慣，⑥喫煙
習慣，⑦対人関係要因の家族交流のなさ，⑧相談者の
不在，⑨単身派遣，⑩現地交流のなさが，海外派遣労
働者の精神健康度に影響することを明らかにし，適応
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に影響する対人関係要因の多さから対人関係の重要性
を指摘した．そして，Johnson, Kristof-Brown, Van 
Vianen, De Pater, & Klein（2003）は，パーソナリティ
（外向性と，コアな自己評価としての自尊心，自己効
力感，情緒安定性，統制の所在），社会的な関係の持
ち方（数，幅，深さ），適応（一般，交流，職場）と
の関係を検討し，他の海外勤務者との関係の深さと幅
が一般適応と職場適応に影響し，ホスト国民との関係
の幅と数が3種類全ての適応に影響することを明らか
にした．加えて，Wang & Kanungo（2004）も，ソー
シャルネットワークの適応への影響を示唆している．
な お，Farh, Bartol, Shapiro, & Shin（2010） や
Caligiuri & Lazarova（2002）は，交流関係が適応に
影響するモデルを考案しているが，実証はされていな
い．
ホスト国民との交流の重要性だけではなく，家族の
存在の重要性も指摘されている．出国前と出国してか
ら 6 ～ 9 カ月が過ぎた頃（海外滞在中）の 2 回の面接
調査（滞在中は電話）を実施したCaligiuri, Hyland, 
Joshi, & Bross（1998）は，家族の特性（コミュニケー
ション能力，適応力，サポート），移住に関する家族
の認知，家族の適応が，海外勤務者の職場適応に及ぼ
す影響について検討し，家族の適応を媒介し，家族の
特性が海外勤務者の職場適応に影響することを明らか
にした．また，Black & Stephens（1989）は，配偶者
の適応（一般，交流）が勤務者の適応（一般，交流）
と正の相関関係にあることを示している．
海外勤務者においては，企業との関係も重視されて
いる．Chen（2010）は，企業からのサポートや上司
との関係などの社会的交換（social exchange）を媒介
にして，企業の正当性が職場適応に影響することを明
ら か に し た． 滞 在 中 に 複 数 の 調 査 を 実 施 し た
Takeuchi, Wang, Marinova, & Yao（2009）は，企業
からのサポートに関する認知が，適応（職場，一般）
に影響することを示唆した．具体的には，職務に関す
る企業からのサポートに関する認知が職場適応に，生
活に関する企業からのサポートに関する認知が一般適
応に影響し，これら 2 種類の適応が最終的に企業に対
するコミットメントを媒介して職務遂行能力に影響す
るというモデルを検討した．Lee & Sukoco（2008）も，
ソーシャルサポートが適応に及ぼす影響を確認してお
り，ポジティブなパーソナリティの持ち主が，ソーシャ
ルサポートを得ると，適応も高まることを示している．
海外勤務者の適応に影響する要因としてサポートの重
要性も示唆された．
海外滞在中は異文化との接触を避けることができな
いが，Chen, Kirkman, Kim, Farh, & Tangirala（2010）
は，異文化からの人々と交流できる自信がある，異な
る文化の人々と交流するのが楽しい，などの異文化（接
触）動機が職場適応と正に関連していることを示した．
さらに，異文化（接触）動機は，職場適応を媒介し，
職務遂行能力にも正に影響していた．
以上のように，ホスト国への海外勤務者の適応に対
しては，ホスト国でのサポートを含む対人関係要因の
重要性が先行研究の結果から見出される．
1．３　海外勤務者の母国再適応
母国再適応に関して，Gregersen & Stroh（1997）は，
海外勤務経験があるフィンランド人を対象に，帰国後
の適応について検討した．職場適応に対しては，海外
滞在期間の長さが負に，帰国後の母国滞在期間の長さ，
役割の裁量度，役割の明瞭さが正に影響していた．母
国民との交流適応に対しては，海外滞在期間の長さ，
母国文化の新奇さが負に，社会的地位の高さが正に影
響していた．一般適応に対しては，海外滞在期間の長
さが負に，帰国後の母国滞在期間の長さが正に影響し
ていた．また，海外勤務経験のあるアメリカ人の場合，
帰国後の職務と生活が予想以下もしくは予想以上で
あった者に比べて，予想通りであった者のほうが，再
適応に優れており，職務遂行能力も高いことを，
Black（1992）は明らかにした．
Gullahorn & Gullahorn（1963）は，異文化適応に
比べて，母国再適応はより難しいと述べている．
Martin（1984）によると，移住者は，異文化環境へ
適応することの難しさを想定しており，彼らを受け入
れるホスト国民も，移住者が困難に直面すること，ホ
スト国民とは異なる行動をとることを想定している．
しかし，帰国後の母国では，帰国者は困難に直面する
ことを想定しておらず，母国民である帰国者の家族や
友人も，帰国者が困難に直面するとは考えていないと
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述べている．つまり，異文化適応の難しさは，当人に
とっても，周囲にとっても，想定内のことであるが，
母国再適応の難しさは両者にとって想定外のことであ
るため，難しさが増すと推測できる．
また，箕浦（1988）は，人は，自身が成長した社会・
文化の意味体系を自身のものとして内在化し，その意
味空間の中で生きると述べている．つまり，母国では
母国文化を獲得することで母国適応し，ホスト国では
ホスト国文化を獲得することでホスト国適応する．し
かし，母国文化を獲得した状態で出国すると，自身に
備わっている母国文化と滞在先のホスト国文化が異な
るために，ホスト国適応が難しくなる．同様に，ホス
ト国文化を獲得した状態で帰国すると，自身に備わっ
ているホスト国文化（出国前に獲得した母国文化と滞
在中に獲得したホスト国文化が混在した文化とも考え
られる）と帰国後の母国文化が異なるために，帰国後
の母国再適応が難しくなる．このように，ホスト国適
応の難しさ，母国再適応の難しさが生じることも考え
られ，出国前の母国適応がその後の適応に影響するこ
とが容易に推測される．
以上のように，適応度や適応の規定因に関して，母
国再適応はホスト国適応とは異なる様相を示すことが
先行研究から示唆されるので，海外勤務者のホスト国
適応と母国再適応を直接比較可能な形で検討する必要
があると言える．
1．４　本研究の目的
海外勤務者の適応にはいくつかの側面があることが
先行研究によって指摘されてきたので，本研究では，
留学生や帰国子女の適応研究で使用された生活全般6
領域（仕事，言語，文化，対人，情緒，環境）をカバー
する適応尺度によって，海外勤務者の適応を測定する．
また，海外勤務者の適応の規定因については，社会的
相互作用の要因が有力であることが先行研究から示唆
されたので，本研究では適応の規定因として社会的相
互作用の要因を取り上げる．
移住者の経験について縦断的に検討することの重要
性については古くから指摘されており（Herman & 
Schild 1960; Martin 1984），海外勤務者においても同
様である．「海外滞在中」の移住者の経験（Takeuchi 
et al. 2009）や「出国前から滞在中」の移住者の経験
（Caligiuri et al. 1998）について縦断的に検討してい
る先行研究は存在するが，「出国前－ホスト国滞在中
－帰国後」という出国前から帰国後までの適応プロセ
ス全体について検討した先行研究は皆無である．した
がって，本研究では，「出国前－ホスト国滞在中－帰
国後」の全時期の適応を扱う．
2 ．方法
2．1　調査対象者
調査対象者は，海外勤務経験者104名（男性80名，
女性24名）であった．海外滞在期間が 2 年未満であっ
た19名を除外した85名（男性66名，女性19名；平均年
齢43.24歳，SD = 9.92）を分析対象者とした．アメリカ・
カナダ（30名），中国（19名），ヨーロッパ（14名），
韓国（ 9 名），アジア（ 8 名），台湾（ 2 名），ロシア（ 2
名），オーストラリア（ 1 名）での勤務経験者で，平
均滞在期間は50.48カ月（SD = 37.57）であった．また，
出国時の平均年齢は30.25歳（SD = 6.73），帰国時の
平均年齢は34.40歳（SD = 7.21）であった．
2．2　調査手続き
調査会社に依頼し，出国前，海外滞在中，帰国後の
3 時期について，回想法を用いた 1 回のWeb調査を
実施した．対象者が日本を母国とする海外勤務経験者
であることを確認するために，以下の 6 つのスクリー
ニング項目を設け，それらの条件を満たした対象者の
みがアンケートに回答した．①あなたは日本人ですか
（日本国籍を有していますか）．②現在，日本で働いて
いますか．③日本企業（日系企業）に勤めていますか．
④2年以上の海外勤務経験がありますか．⑤海外勤務
された事があるのは 1 カ国のみですか．⑥海外勤務経
験以前に，日本での勤務経験はありますか．
2．３　調査項目
本研究は，小島・深田（2009, 2011）の日本人短期
留学生およぶ帰国子女を対象とした研究の枠組みを踏
襲しているため，小島・深田（2009, 2011）が用いた
調査項目を一部修正して利用した．具体的には，海外
勤務者に適した表現になるように，滞在先を限定しな
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Table 1　出国前調査に用いた項目
 
 
＞階段答回＜　容内目項数変
【仕事】仕事を続けていく能力に自信がなかった
【仕事】仕事は楽しくなかった
【言語】仕事で，日本語［外国語（海外勤務地の言語）］で討論したりすることが
　　　　うまくできなかった
【言語】日本語［外国語（海外勤務地の言語）］による仕事の内容が理解できなくてイライラ
　　　　していた
【文化】日本人［外国人（海外勤務地の人）］の挨拶や礼儀が分からなくて困ることがあった
【文化】日本人や日本社会［外国人や外国社会（海外勤務地の人・社会）］の価値観が理解
　　　　できなくて困ることがあった
【対人】何でも話せる日本人の友人がいなかった
【対人】何でも話せる外国人の友人がいなかった
【情緒】何となく不安になることがあった
【情緒】感情の変化が激しかった
【環境】日本［外国（海外勤務地）］での住まいの住み心地は悪かった
【環境】日本［外国（海外勤務地）］の気候は耐え難かった
評価＞
日本人との交流はどの程度ありましたか
日本人とどの程度コミュニケーションがとれていましたか
日本文化との接触はどの程度ありましたか
外国人との交流はどの程度ありましたか
外国人とどの程度コミュニケーションがとれていましたか
外国文化との接触はどの程度ありましたか
日本人［外国人（海外勤務地の人）］と付き合う場合の行動や態度について，周囲の日本人は，ど
の程度相談にのってくれましたか
あなたが落ち込んだり，悩んだり，イライラしたとき，周囲の日本人は，どの程度相談にのってく
れましたか
日本人［外国人（海外勤務地の人）］と付き合う場合の行動や態度について，周囲の外国人は，ど
の程度相談にのってくれましたか
あなたが落ち込んだり，悩んだり，イライラしたとき，周囲の外国人は，どの程度相談にのってく
れましたか
あなたは，日本人・日本文化に対して好感を持っていましたか
評価＞
あなたは，外国人・外国文化に対して好感を持っていましたか
評価＞
注2　海外滞在中に関する項目については，下線部分の「日本」「日本人」「日本語」「日本社会」を［　］内の
　　　ように「外国（海外勤務地）」「外国人（海外勤務地の人）」「外国語（海外勤務地の言語）」「外国社会
　　　（海外勤務地の社会）」に修正した
ホスト国民からの
サポート
母国に対する
感情的評価
ホスト国に対する
感情的評価
注1　質問項目の当該時期を明確にするため，出国前に関する項目は全て「日本出国前（海外勤務地へ向かう前の
　　　日本では）」，海外滞在中に関する項目は全て「海外滞在中」，帰国後に関する項目は全て「日本帰国後」
　　　という語句を質問文の冒頭に置いた
適応
母国民
との接触
母国文化
との接触
ホスト国民
との接触
ホスト国文化
との接触
母国民からの
サポート
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いなどの修正を加え， 1 回の調査で出国前，滞在中，
帰国後の 3 時期それぞれについて①適応，②母国民と
の接触，③母国文化との接触，④ホスト国民との接触，
⑤ホスト国文化との接触，⑥母国民からのサポート，
⑦ホスト国民からのサポート，⑧母国に対する感情的
評価，⑨ホスト国に対する感情的評価について回答を
求めた（Table 1）．なお，質問項目の当該時期を明確
にするため，出国前に関する項目は全て「日本出国前
（海外勤務地へ向かう前の日本では）」，滞在中に関す
る項目は全て「海外滞在中」，帰国後に関する項目は
全て「日本帰国後」という語句を質問文の冒頭に置い
た．複数項目で測定した変数については，Table 2に
示したように，変数の項目間のCronbach信頼性係数
αがある程度大きかったので（αs >  .72），それぞれの
項目の得点の平均値をその変数の得点とした．そして，
得点が高いほど，適応状態が良好であること，社会相
互作用の密度が高いことを意味する．
人口統計学的変数に関する項目など，他の項目も質
問紙には含まれていたが，今回の分析には使用しな
かったため，詳細を省略する．
３ ．結果と考察
３．1　適応および影響要因の時期的変化
適応得点に関して 1 要因 3 水準の分散分析および多
重比較を行った結果，滞在中のホスト国適応得点に比
べ，出国前の母国適応得点と帰国後の母国再適応得点
のほうが高かった（Table 2）．海外勤務者は，母国で
の適応に比べて，ホスト国に適応できていなかったこ
とが示唆され，異文化適応に比べて母国再適応の難し
さを指摘するGullahorn & Gullahorn（1963），Martin
（1984），箕浦（1988）とは異なる結果が得られた．仕
事環境においても，生活環境においても，ホスト国は
母国と大いに異なり，適応が難しかったと推測される．
職場での関係作りから，仕事のやり方まで，ホスト国
での方法に適応していく必要があり，また一から経験
を積み上げていかなければならないことは多少なりと
も勤務者にとってストレスフルなイベントであったと
推測される．時間の経過とともに，母国での仕事環境
と生活環境にはある程度の変化があったと推測される
が，母国での環境が全く異なるものに変化したとは考
えにくく，海外勤務者にとって，ホスト国での適応に
比べて，母国での再適応はより容易なものであったと
推測される．
仮定された影響要因に関しても， 1 要因 3 水準の分
散分析および多重比較を行った（Table 2）．その結果，
母国民との接触は，滞在中より出国前と帰国後のほう
が高かった．母国文化との接触は，滞在中より出国前
のほうが，出国前より帰国後のほうが高かった．ホス
ト国民との接触，ホスト国文化との接触，ホスト国民
からのサポートでは，出国前と帰国後に比べて，滞在
中のほうが高かった．影響要因の変化は，各時期の滞
在地に大きく影響されていた．母国民や母国文化との
接触は，ホスト国滞在中に比べて，母国在留中のほう
が多かった．また，ホスト国民やホスト国文化との接
触，ホスト国民からのサポートに関しては，母国在留
中に比べて，ホスト国滞在中のほうが多かった．母国
文化との接触では，出国前と帰国後との間に差があり，
帰国後の母国文化との接触のほうが多かった．出国前
には当たり前に接していた母国文化が，ホスト国での
生活を通して当たり前ではないことに気付き，帰国後
は母国文化との接触を増すことになったのかもしれな
い．
３．2　適応に影響する要因
各時期の適応を目的変数とし，仮定された影響要因
を説明変数とした重回帰分析（ステップワイズ法）を
行った（Table 3）．その結果，調整済みの決定係数は
いずれも有意だった（Adj-R2s > .16, ps < .001）．出国
前の母国適応にも，帰国後の母国再適応にも，母国民
との接触（順に，β = .42, .38, ps < .001）が正に影響
しており，滞在中のホスト国適応にも，帰国後の母国
再適応にも，前時期の適応（順に，β = .74, .52, ps < 
.001）が正に影響していた．さらに，滞在中のホスト
国適応には，ホスト国に対する感情的評価（β =  .35, 
p < .001），ホスト国民との接触（β = .14, p < .05），
母国民からのサポート（β =  .14, p <  .05）が正に，
母国に対する感情的評価（β = -.27, p < .001）が負に
影響していた．帰国後の母国再適応には，ホスト国民
からのサポート（β = -.29, p <  .01）が負に影響して
いた．
─  197  ─
東北大学 高度教養教育・学生支援機構 紀要第 4 号　2018
Ta
bl
e 
2　
各
変
数
に
関
す
る
統
計
量
と
分
散
分
析
お
よ
び
多
重
比
較
の
結
果
      
 
      
 
α
*
1
α
*
2
α
M
SD
α
M
SD
α
M
SD
F
 
値
多
重
比
較
（
α
 =
 .
05
）
母
国
民
と
の
接
触
.8
4
.8
1
.7
4
3.
26
0.
63
.7
8
2.
86
0.
75
.8
2
3.
34
0.
55
23
.3
6
*
*
*
出
国
前
, 
帰
国
後
 >
 滞
在
中
母
国
文
化
と
の
接
触
―
―
―
2.
92
0.
86
―
2.
29
0.
92
―
3.
20
0.
67
36
.1
8
*
*
*
滞
在
中
 <
 出
国
前
 <
 帰
国
後
ホ
ス
ト
国
民
と
の
接
触
.8
7
.8
2
.7
7
2.
56
0.
77
.7
2
3.
06
0.
63
.8
0
2.
57
0.
82
23
.7
6
*
*
*
出
国
前
, 
帰
国
後
 <
 滞
在
中
ホ
ス
ト
国
文
化
と
の
接
触
―
―
―
2.
52
0.
96
―
3.
21
0.
69
―
2.
42
0.
90
33
.4
3
*
*
*
出
国
前
, 
帰
国
後
 <
 滞
在
中
母
国
民
か
ら
の
サ
ポ
ー
ト
.9
7
.9
3
.8
7
2.
91
0.
68
.9
3
2.
98
0.
72
.9
7
2.
98
0.
70
0.
77
ホ
ス
ト
国
民
か
ら
の
サ
ポ
ー
ト
.9
7
.9
3
.9
6
2.
52
0.
90
.9
4
2.
92
0.
72
.9
3
2.
58
0.
91
17
.1
6
*
*
*
出
国
前
, 
帰
国
後
 <
 滞
在
中
母
国
に
対
す
る
感
情
的
評
価
―
―
―
4.
19
0.
81
―
4.
20
0.
67
―
4.
18
0.
80
0.
06
ホ
ス
ト
国
に
対
す
る
感
情
的
評
価
―
―
―
3.
98
0.
79
―
4.
05
0.
75
―
4.
02
0.
83
0.
42 04.
2
1
3
6.0
30.
3
49.
95.0
87.
2
29.
4
6.0
79.
2
19.
69.
69.
応
適
*
*
*
出
国
前
, 
帰
国
後
 >
 滞
在
中
注
1　
α
*
1
は
，
時
期
別
に
項
目
得
点
の
合
計
得
点
を
算
出
し
，
そ
の
合
計
得
点
を
用
い
て
得
ら
れ
た
3時
期
間
の
α
係
数
注
2　
α
*
2
は
，
各
時
期
の
個
々
の
項
目
を
述
べ
項
目
扱
い
し
た
，
全
項
目
間
の
α
係
数
注
3　
df
 =
 2
, 
16
8
注
4　
*
*
*
p
 
< 
.0
01
出
国
前
滞
在
中
帰
国
後
─  198  ─
小島 奈々恵，深田 博己・海外勤務者の母国適応とホスト国適応
滞在中のホスト国適応には出国前の母国適応が重要
であり，帰国後の母国再適応には滞在中のホスト国適
応が重要であることが明らかとなった．前時期の適応
が後時期の適応に影響を及ぼしていることが確認で
き，前時期に適応できていたという自信の重要性が窺
われた．
滞在中のホスト国適応にホスト国民との接触が影響
するという点においては，鈴木ほか（2003）やJohnson 
et al.（2003）を支持する結果が得られた．鈴木ほか（2003）
やJohnson et al.（2003）が指摘する対人関係の重要性
については，出国前と帰国後の母国適応においても確
認された．ホスト国適応にホスト国民との接触が重要
であったように，母国適応と母国再適応に母国民との
接触が重要であった．さらに，Johnson et al.（2003）
やChen（2010）が指摘する他の海外勤務者との関係の
重要性についても，ホスト国適応に母国民からのサポー
トが影響していたことより確認できた．Lee & Sukoco
（2008）が示唆するソーシャルサポートの重要性を裏付
けた．やはり，生活環境においても，仕事環境におい
ても，母国とは大いに異なるホスト国での生活に関し
て，母国とホスト国との違いや，自身の辛い気持ちな
どを理解してくれるホスト国在留中の母国民の存在は
重要であることが示唆される．
Takeuchi, Yun, & Russell（2002）の示唆する異文
化接触要因と関連して，ホスト国民との接触やホスト
国に対する感情的評価は，滞在中のホスト国適応を促
進する重要な役割を担っていたとも推測される．ホス
ト国を肯定的に思う気持ちが，ホスト国民との接触を
促進させ，ホスト国適応が増したと推測される．だと
すれば，母国に対する感情的評価がホスト国適応に負
の影響を及ぼしていることも納得できる．母国に対す
る肯定的感情が強ければ，ホスト国での滞在に後向き
になり，適応を抑制することが考えられる．ホスト国
での適応だけを考えるのであれば，母国に否定的感情
を抱いていたほうが，適応できる可能性が窺える．し
かし，母国への否定的感情がホスト国への適応に結び
つくという結果は，海外勤務者の平均的な姿を捉えた
ものである．個人差を考慮すれば，海外勤務者には，
①母国への否定的感情－ホスト国への適応，②母国へ
の否定的感情－ホスト国への不適応，③母国への肯定
的感情－ホスト国への適応，④母国への肯定的感情－
ホスト国への不適応，の４パターンが存在するはずで
ある．こうした個人差の分析は，海外勤務者の多様性
を詳細に把握することであり，今後の課題の1つとなる．
３．３　日本人短期留学生や帰国子女との比較
日本人短期留学生を調査対象とした小島・深田（2009）
は，彼らの出国前，留学中（初期），留学中（末期），
帰国後の適応得点が順に2.98，3.10，3.16，3.20（ 1 －
4 点の 4 段階評定）であり，日本人短期留学生の適応
Table 3　各時期の適応を目的変数とする重回帰分析の結果
 
母国民との接触 .42 *** .38 ***
母国文化との接触
41.触接のと民国トスホ *
ホスト国文化との接触
41.トーポサのらか民国母 *
92.-トーポサのらか民国トスホ **
72.-価評的情感るす対に国母 ***
ホスト国に対する感情的評価 .35 ***
47.応適の期時前 *** .52 ***
R
2 .17 *** .76 *** .48 ***
Adj-R
2 .16 *** .75 *** .46 ***
注1　*p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001
―
出国前 滞在中 帰国後
β β β
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が留学前から留学後にかけて向上することを示した．
また，帰国子女を調査対象とした小島・深田（2011）は，
彼らの出国前，留学中，帰国後の適応得点が順に2.46，
2.29，2.52（ 1 － 4 点の 4 段階評定）であり，帰国子
女の適応には，海外滞在中のホスト国適応に比べると，
帰国後の母国再適応の方が高いが，適応得点が全般的
に低いことを報告した．これに対し，本研究における
海外勤務者の適応得点は時期順に2.97，2.78，3.03（ 1
－ 4 点の 4 段階評定）であり，海外勤務者の適応は，
海外滞在中のホスト国適応に比べ，出国前の母国適応
と帰国後の母国再適応の方が高いことが示された．短
期留学生と海外勤務者に比べ，帰国子女の適応得点は
低く，移住動機の違いによるものと推察される．
Furnham & Bochner（1986）が移住動機と滞在期間
を組み合わせて整理した移住パターンに，斎藤（1988）
が帰国子女を加えて作成した移住者の型によると，留
学生，帰国子女，海外勤務者には，滞在期間に差はな
いものの，移住動機に違いがある．留学生は自発的な，
満足した動機で移住し，帰国子女は強制された，不本
意な動機で移住し，その間に位置するのが海外勤務者
であると斎藤（1988）は述べている．また，滞在先と
滞在期間に関しては，留学生は選択できるのに対して，
海外勤務者と帰国子女は選択することができないこと
が，短期留学生と海外勤務者のホスト国適応得点の違
いに表れていると示唆される．
また，短期留学生の留学中のホスト国適応得点と帰
国後の母国再適応得点との間に有意差はなかったもの
の，短期留学生，帰国子女，海外勤務者という 3 タイ
プの海外滞在経験者全てにおいて，海外滞在中のホス
ト国適応得点に比べ，帰国後の母国再適応得点のほう
が高かった．そして，短期留学生の留学中のホスト国
適応，帰国子女の海外滞在中のホスト国適応と帰国後
の母国再適応，海外勤務者の海外滞在中のホスト国適
応と帰国後の母国再適応に，前時期の適応が影響して
いた（小島・深田 2009, 2011）．箕浦（1988）は，人は，
自身が成長した社会・文化の意味体系を自身のものと
して内在化し，その意味空間の中で生きると述べてい
る．ホスト国文化を獲得した状態で海外勤務者や帰国
子女が帰国したとき，自身に備わっているホスト国文
化（もしくは出国前に獲得した母国文化と滞在中に獲
得したホスト国文化が混在した文化）と帰国後の母国
文化が異なると考えられるが，元々自身に備わってい
た母国文化と異なるホスト国文化で適応できたこと
が，異文化適応に対する自信を形成したと考えられる．
また，海外勤務者と帰国子女の不本意な動機（滞在的
と滞在期間の選択のできなさ，両親の都合による移住）
で移住した先での適応経験も，異文化に適応できたと
いう自信を形成することに役立ったと考えられる．
短期留学生のホスト国適応には，前時期の適応以外
に，ホスト国への感情的評価，ホスト国民との接触，
母国民との接触が正に，母国文化との接触が負に影響
し，母国（再）適応には，母国民との接触が正に影響
していた（小島・深田 2009）．帰国子女のホスト国適
応には前時期の適応のみが正に影響しており，母国（再）
適応には，前時期の適応以外に，母国に対する感情的
評価が正に，ホスト国民とホスト国文化との接触が負
に影響していた（小島・深田 2011）．海外勤務者のホ
スト国適応には，前時期の適応以外に，ホスト国に対
する感情的評価，ホスト国民との接触，母国民からの
サポートが正に，母国に対する感情的評価が負に影響
し，母国（再）適応には，前時期の適応以外に，母国
民との接触が正に，ホスト国民からのサポートが負に
影響していた．前時期の適応を除けば，適応に影響す
る要因に関しては，短期留学生と海外勤務者に比べ，
帰国子女は異なる様相を示した．短期留学生において
も海外勤務者においても，ホスト国適応にはホスト国
民との接触とホスト国に対する感情的評価が，母国（再）
適応には母国民との接触が影響しており，鈴木ほか
（2003）やJohnson et al.（2003）が指摘する対人関係
の重要性が確認された．ホスト国では，ホスト国のこ
とをよく理解しているホスト国民との接触が，母国で
は，母国のことをよく理解している母国民との接触が
重要であることが示された．しかし，帰国子女にとっ
ては，対人関係の重要性が確認されず，その解釈は難
しい．帰国子女は家族単位で出国するため，家族間の
接触が強く，帰国子女本人としては他者との接触をさ
ほど必要としていないのかもしれない．
３．４　まとめと今後の課題
海外勤務者の適応は，海外滞在中のホスト国適応に
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比べ，出国前の母国適応と帰国後の母国再適応が高
かった．ホスト国適応には，前時期の母国適応，ホス
ト国に対する感情的評価，ホスト国民との接触，母国
民からのサポートが正に，母国に対する感情的評価が
負に影響しており，母国（再）適応には，前時期のホ
スト国適応，母国民との接触が正に，ホスト国民から
のサポートが負に影響していた．短期留学生と同様に，
ホスト国ではホスト国民との，母国では母国民との接
触の重要性が窺われた．そして，帰国子女（部分的に
短期留学生）と同様に，前時期の適応が，各時期の適
応に重要な役割を担っていることが確認された．
今後の課題として，本研究では検討されなかった適
応に影響を及ぼす他の要因についても検討する必要が
あると同時に，小島・深田（2009, 2011）も指摘して
いるように，適応から態度へと視点を変え，海外勤務
者の母国およびホスト国に対する態度についても検討
する必要がある．母国とホスト国に対する態度の組み
合わせによる二次元的態度類型を想定し，その態度類
型の時期的変化とその影響要因の解明を通して，海外
勤務者の抱える問題を別の角度から深く掘り下げるこ
とができる．これにより，人材の海外派遣や海外から
の人材の受け入れの改善に示唆が得られると期待され
る．
また，帰国してから母国での生活期間が長い（約 9
年）集団に対する調査であり，回想法を用いて行われ
た調査でもあるため，海外勤務者の“今”を検討した
研究とは言い難い．海外勤務者の“今”を検討するの
であれば，各時期での状態についてその都度問う縦断
的研究を実施することが望ましいが，調査対象者の研
究協力を得ることは極めて難しくなるであろう．調査
対象者を限定し，質的研究や事例研究を実施すること
も方法のひとつであるが，調査対象者の負担が大きく
なるというデメリットがある．本研究の目的のひとつ
は，出国前－ホスト国滞在中－帰国後の全時期を扱う
ことであったため，調査対象者の負担を抑え，比較的
多くの調査対象者に研究協力していただく方法として
回想法を採用した．
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